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論文 
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包括的性教育の実施における教員の自己効力感の要因の検討 

―国立大学附属学校を対象とした質問票調査から― 

松本 ミユ* 

Considering the factors influencing teachers' self-efficacy in 

implementing comprehensive sexuality education 

Based on a questionnaire in national university-affiliated schools  

MATSUMOTO Miyu 

論文要旨 

本研究の目的は、教員の包括的性教育（Comprehensive Sexuality Education：

CSE）を実施する際の自己効力感の要因を明らかにすることである。国立大学

附属学校に勤務する教員 50 名を対象に質問票調査を実施し、CSE のトピック

別の自己効力感を把握するとともに、その理由の自由記述を分析した。結果、

自己効力感は「家族」や「暴力・いじめ」では相対的に高く、「性の快楽・親密

さ」を含むトピックでは低かった。自己効力感の高さは知識・理解の獲得より

も、現場での実践経験と関連していた。以上より、学校における CSE の実践に

は、教育課程の見直しと並行して実践的な CSE 専門家による研修および教員の

自己研鑽機会の整備という、両輪の体制構築が必要であることが示唆された。 

 

キーワード 包括的性教育、自己効力感、教員、国立附属学校、実践経験。 

Abstract 

This study investigated factors influencing teachers’ self-efficacy in delivering 

Comprehensive Sexuality Education (CSE). A survey of 50 teachers at national 

university–affiliated schools assessed topic-specific self-efficacy and included analysis 

of open-ended responses. The findings indicated that self-efficacy was higher for topics 

such as family and bullying, but lower for areas such as sexual pleasure and intimacy. 

Greater self-efficacy was associated more with teaching experience than with knowledge. 

These results suggest that effective implementation of CSE requires not only curriculum 

revision but also practical training and sustained professional development for teachers. 

 

Keywords: comprehensive sexuality education, self-efficacy, teachers, national 

university-affiliated schools, practical experience. 

 
* 大阪大学大学院人間科学研究科博士後期課程；miyupenn@gmail.com 



共生学ジャーナル 第 10号 Journal of Kyosei Studies, March 2026, Volume 10: 81-111. 

82 

1. はじめに 

本研究の目的は、教員の包括的性教育（Comprehensive Sexuality Education：

以下、CSE）を実施する際の自己効力感を規定する要因を明らかにすること

である。 

世界性の健康学会（The World Association for Sexual Health：WAS）は、1999

年に採択された「性の権利宣言」において、性の権利（セクシュアルライツ）

をセクシュアリティ（性）に関する人権であると位置づけ、「9. 情報への権

利」、「10. 教育を受ける権利、包括的な性教育を受ける権利」を含む 16 項

目を提示した（WAS 2014）。これにより、性に関する知識や教育を享受す

ることが人権として位置づけられた。また、持続可能な開発目標（Sustainable 

Development Goals：SDGs）では、保健（目標 3）、教育（目標 4）、ジェンダ

ー平等（目標 5）の各ターゲット（3.7、4.7、5.6）に、性や生殖、ジェンダ

ーに関する内容が掲げられている（United Nations 2015=2015）。これらは、

人権やジェンダー平等を基盤とした性教育の重要性を示唆している。この

ような社会的要請を受け、UNESCO をはじめとする国際機関は CSE の普及

を推奨している（ユネスコ 2020）。 

CSE は、人権やジェンダー平等、多様性への肯定的価値観の育成を目的

に、身体や性行動にとどまらず、人間関係、家族、社会的規範などを総合的

に扱う性教育である。CSE は学習者に対して、性に関する行動を禁止、抑圧

するのではなく、正確で年齢に適した知識・態度・スキルを習得することを

可能にする性教育である（ユネスコ 2020）。2009 年には学校内外での CSE

の開発・実施を支援するため、UNESCO などの国際機関による『国際セク

シュアリティ教育ガイダンス』が初めて公表され、2018 年には改訂版（以

下、改訂版『ガイダンス』）が公表された（ユネスコ 2020）。改訂版『ガイ

ダンス』では 8 つのキーコンセプト（以下、KC）と 27 のトピック、年齢グ

ループに応じた学習目標、学習者ができるようになることが体系的に設定

されている（表 1）。 

国際的なレビューでは、CSE が学習者の知識や認識の向上、態度の変化を

もたらし、リスクのある性行動の減少や、ジェンダー規範の変容など好影響
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を与えていると示している（Barriuso-Ortega et al. 2024、Goldfarb & Lieberman 

2021、Kim et al. 2023）。 

こうした CSE のようなジェンダーや権利を基盤とするセクシュアリティ

に関する教育の重要性を踏まえ、本稿では以下の構成で検討を進める。まず

本節にて、国際的な潮流と CSE の有効性を概観した。続いて CSE の必要性

を裏付けるため、現行の性教育が国際的な潮流と乖離している点、および学

習者のニーズを満たしていない現状を指摘する。そのうえで、CSE 推進の鍵

となる教員に着目し、実践を阻む要因として挙げられてきた「自己効力感」

について先行研究の検討を行う。以降、教員を対象とした調査とその結果に

基づく考察を行い、最後に本稿のまとめとする。 

 

表 1 CSEの 8つの KCと各トピック 

（ユネスコ 2020:71） 

2. 現行の性教育に対する評価と課題 

権利を基盤とした性教育を重視する国際的な潮流がある一方で、日本の
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性教育は、依然として身体変化や性感染症のリスク回避を中心とする「狭義

の」性教育が主流であり、実践内容は限定的である（日本財団 2022）。そ

の要因の 1 つに学習指導要領上の「はどめ規定」が挙げられる。「はどめ規

定」とは、1998 年の学習指導要領改訂時に記載された「～は取り扱わない

ものとする」という一文を指す。例えば、中学校の保健体育の学習指導要領

では「妊娠の経過は取り扱わないものとする」（文部科学省 2017d:227）と

記載されており、「妊娠の経過」、すなわち性交を取り扱ってはならないとい

う暗黙的なメッセージになっている。もっとも、学校が該当箇所の指導の必

要性を認め、かつ、①児童生徒等の発達の段階を踏まえること、②学校全体

で共通理解を図ること、③保護者や地域の理解を得ること、④集団指導と個

別指導の連携を密にすること、の 4 つの解除要件を満たせば「はどめ規定」

の制限を超えて実践を展開することは可能である（村末 2024）。しかし「は

どめ規定」の制限を超える努力をするかどうかは、教員の関心や学校体制に

大きく左右されるため、性の学力保障において格差が生じているのが現状

である（村末 2024、楊・山根 2024、李・大谷 2025）。 

それでは、学習者たちは現行の性教育をどのように評価しているのだろ

うか。日本では、大学生を対象に、過去に自身が受けた性教育への評価を問

う研究が蓄積されている。本稿では、学習指導要領改訂後の 2017 年以降に

発表された研究を概観する。高橋ほか（2021）は、2018 年 12 月から 2019 年

5 月に青森県内の大学 3・4 年生を対象に調査を実施し、学習者が高校まで

の性教育を「不足している」と感じ、より正確な知識の保障を求めているこ

とを明らかにした。四宮ほか（2019）は、看護大学生を対象に、性に関する

知識を習得するだけでなく、態度や価値観、関係性のあり方などを含めて、

望まない妊娠や性感染症、HIV／エイズの予防として個人の自己決定権、男

女平等、性の多様性を尊重した包括的な性教育の必要性を指摘した。楊・山

根（2024）は、各学校種で「身体の仕組み」の学習経験が 9 割を超える一方

で、「人工妊娠中絶」や「コンドームの使い方」、「自慰」といった内容の学

習は乏しいという学習内容の偏りを明らかにした。さらに、こうした現状に

対し、学習者自身が内容的に不十分だと指摘していることを示した。野口

（2025）は、保健体育科教諭・養護教諭を志望する大学生が、学校での性教

育を有用と認識しつつも、正しい知識や適切な意思決定力の獲得にはつな

がっていないと自覚していることを示した。さらに、大学生たちが、自分が
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受けてきた性教育を肯定的に評価する一方で、時間的制約や内容の不足、さ

らには恥ずかしさといった否定的な印象も抱いていることを明らかにした。

李・大谷（2025）は、大学 1 年生を対象に、知識の提供だけでなく、性の多

様な意味を理解できる指導や、より正確で深い内容の性教育を望んでいる

可能性を示した。 

日本財団（2021）が 17 歳から 19 歳を対象に実施した調査でも、若者は現

行の性教育を、「抽象度が高い」（65.6%）、「現在抱える問題や悩みに適合し

ていない」（52.1%）と評価している。また、学校の性教育で深めてほしかっ

た内容として、「恋愛や健康な性的関係に関する知識」（40.9%）、「性的反応

の仕組みや性行為（セックス）に関する知識」（37.6%）が上位に挙げられて

いる。これらの先行研究や調査は、CSE を志向する国際的潮流や学習指導要

領の改訂を経てもなお、日本における性教育が依然として学習者のニーズ

を十分に満たしていないことを示している。 

このような現状を踏まえ、浅井（2020）は、テーマありきで、この学年に

はこれを教えるべきという「テーマ主義」から、学習者が今後直面し得る課

題を見据えて学習内容を構想する「課題主義」への転換を提唱している。浅

井（2020）はまた、「テーマ主義」について「テーマを学年別に配置し限定

することで、子どもの現実や課題に即して教えることに歯止めをかけてい

る」（浅井 2020:79）と批判している。すなわち、現行の学習指導要領（文

部科学省 2017d）や、性教育に関する審議内容（中央教育審議会 2005）が

強調する、児童生徒の発達段階（受容能力）を十分考慮するスタンスは、「テ

ーマ主義」を助長し、実践的な制約をかける要因となっている。これに対し、

CSE の指針である改訂版『ガイダンス』は、性に関する幅広いテーマを包括

的に扱い、学習者の年齢発達に合わせた系統的なカリキュラムを提示して

いる。さらに、改訂版『ガイダンス』は、年齢別の到達目標を設定しつつも、

学習者の実態に応じて目標を前倒し、あるいは後倒しするなど、柔軟な運用

を可能としている。この点において、「課題主義」の理念と CSE の枠組みは

親和的であり、浅井が提唱するような、学習者の実態や将来に即して教育内

容を調整するという要請と合致するものと考えられる。以上のことから、児

童生徒の実態やニーズを正しく反映し、将来セクシュアリティに関する多

様な場面に適切に対処する力を育成する CSE への移行は、喫緊の教育課題

である。 
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3. 性教育実践の要因と自己効力感 

日本国内の学校現場における、教員を対象とした性教育研究では、教員の

多くが性教育の必要性を感じつつも、実施できていない要因が明らかにさ

れてきた。それらの要因は大きく 2 つに分けられる。第一に、環境的要因で

ある。具体的には、多忙・時間の不足（大川ほか 2021、姜 2023、島田 2017、

茂木ほか 2022、渡会 2003）、予算不足（清水ほか 2024）、年間計画・カ

リキュラムの位置づけの欠如（青栁ほか 2016、島田 2017、Takemata et al. 

2014）、研修機会や教材・情報の不足（茂木ほか 2022）などが挙げられる。

第二に個人的要因である。例えば、指導の難しさ（渡会 2003）、知識（松

本ほか 2022）や指導力の不足（青栁ほか 2016、大川ほか 2021、Takemata 

et al. 2014）そして自信の乏しさや不安（島田 2017、槌谷ほか 2009、眞野 

2018、松本ほか 2022）が指摘されている。 

国外においても類似の研究がなされており、学校における「性と生殖に関

する健康教育（以下、SRH）」は、政策や社会環境における優先順位に加え、

教員の SRH に対する自信の程度によって実施が左右されることが明らかと

なっている（Walker et al. 2020）。この教員の自信に関して、体系的なプロ

グラムへの関与や特化した研修を受けた教員は、より高い自信を有する傾

向にある（Johnson et al. 2014、Mitchell et al. 2011）。一方で、自信の欠如が

報告される場合には、不十分な研修、時間の制約、教材や人的資源の不足、

学校環境における支援の欠如など、複数の課題が存在していることが示さ

れている（Mitchell et al. 2011）。 

このような「自信」の問題は、「自己効力感（self-efficacy）」の概念によっ

て説明できる。江本（2000）は、自己効力感を「ある状況を変化させる手段

を遂行することに対する自己評価で、遂行できるという確信の程度」（江本 

2000:44）と定義している。また、教員の自己効力感は、職務に関連する課

題、責任、困難を処理し、期待される学習成果を達成するための自らの能力

に対する信念（belief）として概念化されている（Sakellariou & Fang 2021）。

これは、性教育においては「自分にはこの内容を教えることができる」とい

う教員の自信に該当すると言われている（Helleve et al. 2009）。先行研究で

は、自己効力感が性教育の指導意欲や実践の有無に影響を与えることが指
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摘されている（ユネスコ 2020、Helleve et al. 2009、Paulussen et al. 1994、Sato 

et al. 2023）。 

このように、国内外の研究において、性教育が推進されない主要な要因の

1 つに教員の自己効力感の不足が挙げられている。しかし、国内においては、

自己効力感を規定する要因については十分に検討されてこなかった。そこ

で本研究では、教員の指導への自己効力感に着目し、それらを規定する要因

を明らかにすることを試みる。 

4. 方法 

4.1 対象者 

調査対象は、国立大学附属の小学校から高等学校段階（以下、附属学校）

に勤務し、性教育を担当する教員（以下、性教育担当教員）である。国立の

附属学校は、大学設置基準第 39 条に基づき、教員養成に関する学部又は学

科の教育研究のために設置された施設である（文部科学省 2016）。附属学

校の使命の 1 つに、実験的・先導的な教育課題に取り組むこと、ならびに地

域において指導的・モデル的役割を果たすことが挙げられる。CSE は従来の

性教育より新しい取り組みであり、この「実験的・先導的な教育課題」に該

当する。また、附属学校では CSE に関する効果検証や研究成果が積極的に

報告されており（判 2024、2025、山合・藤原 2020）、本研究の対象として

適切であると判断した。 

さらに、回答者を「性教育担当教員」とした理由は、日本における性教育

が保健体育科や特別活動を中心としつつも、学校教育活動全体を通じて実

施されることが求められている点にある（中央教育審議会 2005）。すなわ

ち、すべての教員が性教育を担う可能性がある。そのため、調査依頼の際に

は担当教科を指定せず、「貴校で性教育を担当している教員」と記載し、各

校の判断に委ねることとした。 

4.2 調査方法 

調査期間は 2023 年 4 月から 7月であった。調査は Google Form を使用し、

オンラインで実施した。まず、2023 年当時に、全国国立大学附属学校連盟
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（全附連 ウェブサイト）に記載されていた、小学校から高等学校段階の計

164 校の全ての附属学校に対し、調査依頼書を送付した。メールアドレスも

しくは問い合わせフォームを公開している学校には、オンライン上で調査

協力の依頼書を送付した。一方で、オンラインでの問い合わせ先が確認でき

ない学校に対しては、郵送にて依頼書を送付した。依頼を受けた各学校にお

いて、管理職または窓口となる教員から該当する教員へ質問票の URL が周

知され、教員が個別に回答した。 

4.3 質問項目 

質問項目は、①回答者の属性に関する質問、②CSE に関する内容の指導で

最も自信のある・ない内容、③自信の有無の選択理由であった。質問①は単

一選択形式、質問②は複数選択形式（16 のトピックのうちそれぞれ最大 3

つまで選択可能）、質問③は自由記述形式で回答を求めた。 

CSE に関する内容項目は、改訂版『ガイダンス』（ユネスコ 2020）に記

載されている 8 つの KC（表 1）を基盤としつつ、日本の教育的・文化的背

景を考慮して選定した。具体的には、日本の文脈とは乖離が大きく導入が困

難と考えられるトピック（例：KC2 価値観・人権・文化・セクシュアリティ

など）、ならびに保健体育をはじめとする既存の教科ですでに扱われている

トピック（例：KC6 人間のからだと発達など）は除外した。なお、既存の教

科で扱われている内容であるか否かの判断にあたっては、学習指導要領（文

部科学省 2017a、2017d、2018）、および先行研究（加城ほか 2004、四宮ほ

か 2019、関根ほか 2018、仁木ほか 2012、村木ほか 2011）を参照した。 

なお、本調査における操作化にあたっては、先行研究において自己効力感

が「自信」と読み替えられていることを踏まえ、回答者の理解しやすさを優

先して「自信の有無」を問う表現を用いた。また、回答者が具体的な指導内

容を想起しやすくするため、KC の文言を適宜操作化した。 

4.4 分析方法 

分析は、質問①および②は Excel にて単純集計を行い、傾向を把握した。

また、質問③の自由記述による回答に対しては、Boyatzis（1998）によるテ

ーマ分析（以下、TA）を行った。TA は、「質的データの中における、意味パ

ターンの同定、分析、そして解釈するための方法」（Braun & Clarke 2006:79）
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である。本研究の目的である、教員の CSE 実施時の自信を規定する要因を

明らかにするのに適した方法であると考え採用した。 

本研究では、土屋（2016）に倣い、帰納的 TA を実施した。具体的な手順

は以下の通りである。第一に、「自己効力感の要因とは何か」という研究目

的に関連があると思われる語やコンセプトを探し出し、生データの言葉を

そのまま使用しコーディングを行った（一段階目のコーディング）。第二に、

生成したコードの意味を明確にするため、各コードの「定義」をコードブッ

クに記録した。これは、短い言葉のコードだけでは詳細な情報が抜け落ちて

曖昧になることを防ぎ、当該コードが何を含み、何を含まないかを厳密にす

るためである（土屋 2016）。第三に、一段階目のコーディングが終了した

後、類似したコードをまとめた（二段階目のコーディング）。最後に、類似

するコードが収束してきた段階で、コードを確定させ、これをテーマとした。 

なお、生成したテーマの信頼性を確保するために、研究者によるトライア

ンギュレーション（ウヴェ 2011）を行い、一貫性の検証を行った。 

4.5 倫理的配慮 

まず、調査協力の依頼書にて、本研究の主旨、調査目的、匿名かつ任意参

加であり、協力しないことによる不利益が一切ないことを明記した。さらに、

質問票の冒頭には、インフォームド・コンセントを得るための説明を記載し、

同意を得られた場合のみ回答が可能となる形式とした。本研究は、大阪大学

大学院人間科学研究科共生学系研究倫理委員会の審査を受け承認された

（OUKS2307）。 

5. 結果 

5.1. 回答者の属性 

本調査では、各学校を通じて性教育担当教員に調査の周知を行う形式を

採用した。そのため、周知対象となった教員の正確な数の把握は困難であっ

た。しかし、最終的に 50 人の教員から回答が得られた（表 2）。 
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表 2 回答者の性別、学校種、免許状 

 保有免許状  

 保健体育 養護教諭 初等教諭 計 

全体 28 19 3 50 

性別     

 男性 18 0 1 19 

 女性 10 19 2 31 

学校種     

 小学校 3 8 3 14 

 中学校 15 7 - 22 

 高等学校 10 4 - 14 

 

5.2 CSEに関する内容で指導に最も自信のある／ない内容 

提示した CSE トピックから、指導時に最も自信のある内容、および自信

のない内容を最大 3 項目ずつ選択してもらったところ、表 3 の結果となっ

た。 

自信のある内容として最も選択されたのは、「家族」（16 人、32.0%）であ

った。次いで、「暴力・いじめ」（15 人、30.0%）、「友情、愛情、愛情に基づ

く関係性」（14 人、28.0%）という結果であった。自信ありの内容として選

択されなかったのは、「セクシュアリティがもたらすよろこび」（0 人、0.0%）

であった。一方で、自信のない内容として最も選択されたのは、「人権、性

と生殖に関する健康と権利（SRHR）」（19 人、38.0%）であった。次いで、

「HIV／エイズのスティグマ、ケア、治療、サポート」、「セクシュアリティ

がもたらすよろこび」（17 人、34.0%）という結果であった。自信なしの内

容として選択されなかったのは「意思決定」（0 人、0.0%）であった。 

保有免許状別に自信の有無の傾向をみると、自信のある内容として選択

されたのは、保健体育科教諭で「暴力・いじめ」（12 人、42.9%）、養護教諭

で「助けや支援の見つけ方」（8 人、42.1%）を選択する割合が高かった。一

方、初等教諭は、「家族」、「友情、愛情、愛情に基づく関係性」において回

答者全員（3 人、100%）が自信ありと回答した。 

一方で、自信のない項目をみると、保健体育科教諭では「ボディイメージ」
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（12 人、42.9%）、養護教諭では「人権、性と生殖に関する健康と権利（SRHR）」

（11 人、57.9%）が上位にあがった。初等教諭では「ジェンダーに基づく暴

力、性暴力、性犯罪」、「HIV／エイズのスティグマ、ケア、治療、サポート」、

「性的行動と性的反応」「セクシュアリティがもたらすよろこび」（2 人、

66.7%）の項目において、自信なしと回答した。 
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表 3 保有免許状別にみた各トピックへの自信の有無 

 

 

計 保健体育 養護教諭 初等教諭 計 保健体育 養護教諭 初等教諭

(n=50) (n=28) (n=19) (n=3) (n=50) (n=28) (n=19) (n=3)

家族 16 (32.0) 9 (32.1) 4 (21.1) 3 (100.0) 6 (12.0) 2 (7.1) 4 (21.1) 0 (0.0)

暴力、いじめ 15 (30.0) 12 (42.9) 2 (10.5) 1 (33.3) 2 (4.0) 0 (0.0) 2 (10.5) 0 (0.0)

友情、愛情、愛情に基づく関係性 14 (28.0) 6 (21.4) 5 (26.3) 3 (100.0) 4 (8.0) 2 (7.1) 2 (10.5) 0 (0.0)

助けや支援の見つけ方 14 (28.0) 5 (17.9) 8 (42.1) 1 (33.3) 1 (2.0) 1 (3.6) 0 (0.0) 0 (0.0)

コミュニケーションスキル、断り方、交渉スキル 12 (24.0) 6 (21.4) 6 (31.6) 0 (0.0) 4 (8.0) 3 (10.7) 1 (5.3) 0 (0.0)

ジェンダーステレオタイプ、ジェンダーバイアス 10 (20.0) 4 (14.3) 6 (31.6) 0 (0.0) 13 (26.0) 9 (32.1) 4 (21.1) 0 (0.0)

意思決定 9 (18.0) 7 (25.0) 2 (10.5) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0)

HIVを含む性感染症リスクの理解、認識、低減 7 (14.0) 4 (14.3) 3 (15.8) 0 (0.0) 7 (14.0) 1 (3.6) 5 (26.3) 1 (33.3)

ジェンダーに基づく暴力、性暴力、性犯罪 6 (12.0) 2 (7.1) 4 (21.1) 0 (0.0) 8 (16.0) 6 (21.4) 0 (0.0) 2 (66.7)

同意、プライバシー 6 (12.0) 1 (3.6) 5 (26.3) 0 (0.0) 2 (4.0) 1 (3.6) 1 (5.3) 0 (0.0)

メディアリテラシーとセクシュアリティ 4 (8.0) 3 (10.7) 1 (5.3) 0 (0.0) 6 (12.0) 4 (14.3) 2 (10.5) 0 (0.0)

HIV/エイズのスティグマ、ケア、治療、サポート 4 (8.0) 2 (7.1) 2 (10.5) 0 (0.0) 17 (34.0) 9 (32.1) 6 (31.6) 2 (66.7)

人権、性と生殖に関する健康と権利（SRHR） 2 (4.0) 2 (7.1) 0 (0.0) 0 (0.0) 19 (38.0) 8 (28.6) 11 (57.9) 0 (0.0)

ボディイメージ 1 (2.0) 1 (3.6) 0 (0.0) 0 (0.0) 13 (26.0) 12 (42.9) 1 (5.3) 0 (0.0)

性的行動と性的反応 1 (2.0) 1 (3.6) 0 (0.0) 0 (0.0) 15 (30.0) 7 (25.0) 6 (31.6) 2 (66.7)

セクシュアリティがもたらすよろこび 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 17 (34.0) 10 (35.7) 5 (26.3) 2 (66.7)

自信なし（%）自信あり（%）
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5.3 自信の有無の選択理由 

指導に自信がある／ない内容として選択した理由を TA で分析したとこ

ろ、計 14 件のテーマが生成された（表 4、5）。TA におけるよいコードとは、

①ラベル、②明確な定義（ラベルの説明）、③取り入れ条件（どのような条

件でコードを適用するのか）、④除外条件（どのような条件であるとコード

を適用しないのか）、⑤肯定的・否定的な具体例から構成される（土屋 2016）。

そのため、表 4、5 において、最終的にテーマとなったコードの 5 つの構成

要素を示す。なお、本文において、質問票の回答に書かれた実際の記述を「」

で示す。また、「実際の記述」に後続する英数字列（例：31H29）は、記述の

通し番号、対象者の免許状の種類（H=保健体育科、Y=養護教諭、S=小学校

教諭）、対象者の ID を示す。 

5.3.1 自信ありの理由 

指導に自信ありの選択理由を分析した結果、6 つのテーマが生成された

（表 4）。それらは、①学習・研修の学び、②実践に基づく学び、③実体験・

生活の中での知識の獲得、④学習資源へのアクセス、⑤教員としての関与イ

メージ、⑥教員の価値観・態度・判断であった。 

①学習・研修の学びでは、「学習してきた」（31H29）、「また、暴力やいじ

めに関しては卒業論文で行ったものに含まれており、論文を通じて学んだ

ことがあるから」（6H5）、「研修を受けてきたから」（1H1）といった、入職

前の学習、入職後の現職教員研修を受けたことが自信につながっている記

述がみられた。 

②実践に基づく学びでは、「中学校の道徳の授業でこれらのトピックにつ

いて指導した経験があるため」（11H9）、「指導経験があるため」（3Y3）、「今

まで沢山の事例があり、指導をしてきたから」（2H2）といった、教職生活を

通じた行動・経験や学びが自信につながっている記述がみられた。 

③実体験・生活の中での知識の獲得では、「SNS やニュースを通して、1 番

話を聞いたりするから」（22H20）、「自らの経験回数が多い」（4Y4）、「自分

に最も近いものだから」（8H7）といった、自分の経験や体験、日常生活の中

で内容について見聞きすることで知識が蓄積され、自信につながっている

記述がみられた。 

④学習資源へのアクセスでは、「性感染症については、教材研究をした際
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に、さまざまな情報にアクセスできた」（22H20）といった、様々な情報にア

クセスでき、情報に触れられたことが自信につながっているという記述が

みられた。 

⑤教員としての関与イメージでは、「指導のイメージが湧いたもの」

（29H27）、「カウンセラーや市の関係機関、SSW 等に連携するなど見通しが

見えているため」（38Y35）といった、業務に従事したり指導したりする教員

自身の姿が想起できていることが自信につながっているという記述がみら

れた。 

⑥教員の価値観・態度・判断では、「ジェンダーに基づく社会課題に気づ

き一人一人が考えていく必要があるトピックなので、授業でも意識的に取

り組んでいる」（36Y33）、「自分も興味のある分野であるため」（37Y34）、「他

の知識について、知識が浅いため」（28Y26）といった、教員の内容に対する

価値観（内容に対して指導のしやすさを感じているかどうか）、態度（内容

への学習意義を見出す、興味）、判断（他の項目と比較して自信があるかど

うか）が自信につながっているという記述がみられた。 

5.3.2.自信なしの理由 

指導に自信なしの選択理由を分析した結果、8 つのテーマが生成された

（表 5）。それらは、①学習・研修不足、②実践経験不足、③知識、理解、情

報の不足、④説明の技術力、説得力のなさ、困難、⑤線引き／概念の難しさ、

広範さ、⑥環境による困難、影響の考慮、⑦教員としての関与イメージのな

さ、⑧教員の感覚的判断であった。 

①学習・研修不足では、「あまり学んだことがないため、自信がそれほど

ない」（5H5）や、「研修不足」（8H8）といった、現職教員研修やそのほかの

自主的な学習、これまでの学習についての不足を訴える記述がみられた。 

②実践経験不足では、「経験のない領域だから」（4Y4）、「教えた経験が少

ないから」（14H13）、「これまで扱ったことがないから」（16S15）のように、

教職生活を通じた行動や経験ができていないことが自信のなさにつながっ

ている記述がみられた。 

③知識、理解、情報の不足では、「知識がないから」（2H2）、「理解してい

ないから」（17H16）、「最新情報を確認する必要がある」（15Y14）といった、

教員自身に知識や理解がない、情報を追えていないという認識に関する記

述がみられた。 
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④説明の技術力、説得力のなさ、困難では、「これまでに学習したキーワ

ードではあるが、他者に理解してもらえるほど、かみ砕いて伝えきれないと

考えるため」（6H6）、「実際に想像させることがむずかしいから」（7H7）、「子

どもたちに伝えるには非常に技術がある内容であると思うため」（36Y34）

といった、説明する、教える、伝えるという、行為に起因する難しさや技術

の必要性に関する記述がみられた。 

⑤線引き／概念の難しさ、広範さでは、「どこまで伝えて良いものか、判

断に迷うことがある」（35Y33）、「難しい内容だから」（19H18）、「考える範

囲が広いため、なんとなく敬遠してしまいます」（57Y50）といった、指導内

容に起因する難しさや、判断のしづらさに関する記述がみられた。 

⑥環境による困難、影響の考慮では、「学校現場では取り扱いにくい内容

だからです」（23Y22）、「生徒が体型について悩みをもっているなど配慮す

ることがあるので授業で取り上げたことがないから」（1H1）といった、学校

という環境（集団指導、保護者の同意、児童生徒の発達段階）、内容が児童

生徒の人生と密接に関わっているため配慮が必要だと感じているという記

述がみられた。 

⑦教員としての関与イメージのなさでは、「どのような授業を行ったら良

いのかイメージが持ちづらいから」（53Y46）、「指導方法がわからないため

（3Y3）」、「指導のイメージが湧きにくい」（29H27）といった、業務に従事

したり指導したりする教員自身の姿が想起できていないという記述がみら

れた。 

⑧教員の感覚的判断では、「とくに理由なし」（18H17）、「他と比較しての

結果」（34H32）といった、根拠を示さず感覚的に自信がないという記述がみ

られた。 
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表 4 自信ありの選択理由で表出したテーマ 

No. テーマ 定義 取り入れ条件 除外条件 具体例 

1 
学習・研修

の学び 

入職前の学習、入職

後の現職教員研修

を受けたことが自

信につながってい

る記述 

・入職前の学習（小中高

大での学び、研究、専門

的な学び）に関する記

述はすべてコーディン

グする。 

・現職教員研修を受講

したことに関する記述

はすべてコーディング

する。 

・入職後の実践

に基づく学び

（子どもとのや

りとり、授業の

積み重ね、指導

経験の蓄積）は

含まない。 

・アウトプット

を前提とした学

習は含まない。 

・ 学 習 し て き た

（31H29c） 

・また、暴力やいじめに

関しては卒業論文で行

ったものに含まれてお

り、論文を通じて学んだ

ことがあるから（6H5） 

・研修を受けてきたか

ら（1H1） 

2 
実践に基づ

く学び 

教職生活を通じた

行動経験や学びが

自信につながって

いる記述 

・教職生活に基づく経

験や学びに関する記述

はすべてコーディング

する（授業の作成・実

施、指導経験、業務の従

事）。 

・アウトプットを前提

とした学び（教材研究、

・教員研修によ

る学びに関する

記述は含まな

い。 

・教職生活を媒

介しない学びや

経験に関する記

述は含まない。 

・中学校の道徳の授業

でこれらのトピックに

ついて指導した経験が

あるため（11H9） 

・指導経験があるため

（3Y3） 

・今まで沢山の事例が

あり、指導をしてきたか

ら（2H2） 
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調べ学習）はすべてコ

ーディングする。 

3 

実体験・生

活の中での

知識の獲得 

自分の経験や体験、

日常生活の中で内

容について見聞き

することで知識が

蓄積され、自信につ

ながっている記述 

・日常生活の中で、内容

を聞く、実感した、経験

したことに関する記述

はすべてコーディング

する。 

・教職生活を媒

介した経験や情

報の獲得、見聞

きしたことに関

する記述は含ま

ない。 

・SNS やニュースを通

して、1 番話を聞いたり

するから（22H20） 

・自らの経験回数が多

い（4Y4） 

・自分に最も近いもの

だから（8H7） 

4 
学習資源へ

のアクセス 

様々な情報にアク

セスでき、いろいろ

な情報に触れられ

たことが自信につ

ながっているとい

う記述 

・情報にアクセスでき

たことに関する記述は

すべてコーディングす

る。 

・幅広い情報に触れた

ことそのものが力にな

ったという記述をコー

ディングする。 

・教材研究をし

たという【行動】

に焦点を当てた

記述は含まな

い。 

・性感染症については、

教材研究をした際に、さ

まざまな情報にアクセ

スできた（22H20） 

5 

教員として

の関与イメ

ージ 

業務に従事したり

指導したりする教

員自身の姿が想起

できていることが

・教員としてどのよう

にかかわるかを想像し

ている記述はすべてコ

ーディングする。 

・実際に指導を

行った、関係諸

機関と連携した

という経験に関

・指導のイメージが湧

いたもの（29H27） 

・カウンセラーや市の

関係機関、SSW 等に連
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自信につながって

いるという記述 

する記述は含ま

ない。 

携するなど見通しが見

えているため（38Y35） 

6 

教員の価値

観・態度・

判断 

教員の内容に対す

る価値観（指導のし

やすさ）、態度（内

容への学習意義を

見出す、興味）、判

断（他の項目と比較

して自信があるか

どうか）が自信につ

ながっているとい

う記述 

・教員の価値観、態度、

判断に関する記述はす

べてコーディングす

る。 

・教員としてど

のようにかかわ

るかという想像

に関する記述は

含まない。 

・ジェンダーに基づく

社会課題に気づき一人

一人が考えていく必要

があるトピックなので

（36Y33） 

・自分も興味のある分

野であるため（37Y34） 

・他の知識について、知

識が浅いため（28Y26） 

 

表 5 自信なしの選択理由で表出したテーマ 

No. テーマ 定義 取り入れ条件 除外条件 具体例 

1 
学習・研修

の不足 

現職教員研修やそ

のほかの自主的な

学習、これまでの学

習についての不足

を訴える記述 

・現職教員研修、その他

の入職以前以後の学習

行為が不足していると

いう記述はすべてコー

ディングする。 

・実践など経験

を通じた学びに

関する記述は含

まない。 

・あまり学んだことが

ないため、自信がそれ

ほどない（5H5） 

・研修不足(8H8） 

2 実践経験 教職生活を通じた ・授業や指導を行った ・現職教員研修 ・経験のない領域だか
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不足 行動や経験ができ

ていないことが自

信のなさにつなが

っている記述 

ことがないという記述

はすべてコーディング

する。 

・指導の機会がないと

いう記述もコーディン

グする。 

に関する記述は

含まない。 

・他の教員の指

導や、学校での

事例を知らない

という記述は含

まない。 

ら（4Y4） 

・教えた経験が少ない

から（14H13） 

・これまで扱ったこと

がないから（16S15） 

3 

知識、理

解、情報の

不足 

教員自身に知識や

理解がない、情報を

追えていないとい

う自己認識をして

いる記述 

・知識不足、理解不足、

情報を獲得できていな

い自覚に関する記述は

すべてコーディングす

る。 

・他の教員の指導や、学

校での事例について知

らないという記述はコ

ーディングする。 

・入職後の実践

に基づく学び、

現職教員研修に

関する記述は含

まない。 

・事例を知らな

いなどの状況に

関する記述は含

まない。 

・学習していな

いという行動や

行為に関する記

述は含まない。 

・ 知 識 が な い か ら

（2H2） 

・理解していないから

（17H16） 

・最新情報を確認する

必要がある（15Y14） 

4 説明の技 説明する、教える、 ・説明、教授、伝達行為 ・内容に関して ・これまでに学習した
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術力、説得

力のなさ、

困難 

伝えるという行為

に難しさ（困難）を

感じているという

記述 

伝えるうえで必要

と感じる技術（例：

学習者に現実のも

のとして想像させ

る）や困難を感じて

いるという記述 

説明時に実体験が

ないために難しさ

を感じているとい

う記述 

自体が難しいという記

述はすべてコーディン

グする。 

・説明、教授、伝達行為

を行う上でどのような

技術が必要と考え、難

しさを感じているかに

関する記述はすべてコ

ーディングする。 

・説明時に説得力がな

いことが難しさにつな

がっているという記述

はすべてコーディング

する。 

難しさを感じて

いる記述（範囲

など）は含まな

い。 

・学校という環

境や児童生徒お

よび保護者との

関係性によって

難しさを感じて

いる記述は含ま

ない。 

キーワードではある

が、他者に理解しても

らえるほど、かみ砕い

て伝えきれないと考え

るため（6H6） 

・実際に想像させるこ

とがむずかしいから

（7H7） 

・子どもたちに伝える

には非常に技術がある

内容であると思うため

（36Y34） 

5 

線引き／

概念の難

しさ、広範

さ 

特定の内容が難し

く、考えなくてはな

らない範囲が広い

ために指導に自信

のなさを感じてい

るという記述 

内容が抽象、広範

・内容そのものに難し

さを感じている記述は

すべてコーディングす

る。 

・どこまで伝えたら良

いかがわからないとい

う迷いに関する記述は

・伝え方に難し

さを感じている 

・児童生徒に与

える影響に関す

る記述は含まな

い。 

・どこまで伝えて良い

ものか、判断に迷うこ

とがある（35Y33） 

・難しい内容だから

（19H18） 

・考える範囲が広いた

め、なんとなく敬遠し
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で、どこまで踏み込

むか判断しづらく

敬遠してしまうと

いう記述 

すべてコーディングす

る。 

・考える必要があるこ

とで避けるという記述

はすべてコーディング

する。 

てしまいます（57Y50） 

6 

環境によ

る困難、影

響の考慮 

学校という環境（集

団指導、保護者の同

意、児童生徒の発達

段階）、内容が児童

生徒の人生と密接

に関わっているた

め配慮を必要と感

じているという記

述 

・学校教育の特殊性（集

団指導、保護者の同意、

児童生徒の発達段階）

が難しさに影響を与え

ている記述はすべてコ

ーディングする。 

・児童生徒への配慮が

見られる記述はすべて

コーディングする。 

・教員の知識、技

術に関する記述

は含まない。 

・内容や伝え方

の困難に関する

記述は含まな

い。 

・学校現場では取り扱

いにくい内容だからで

す（23Y22） 

・生徒が体型について

悩みをもっているなど

配慮することがあるの

で授業で取り上げたこ

とがないから（1H1） 

7 

教員とし

ての関与

イメージ

のなさ 

業務に従事したり

指導したりする教

員自身の姿が想起

できていないとい

う記述 

・教員としてどのよう

にかかわるかを想像で

きていないという記述

はすべてコーディング

する。 

・実践していな

い、経験してい

ないなどの教員

の行為に着目し

た記述は含まな

い。 

・どのような授業を行

ったら良いのかイメー

ジが持ちづらいから

（53Y46） 

・指導方法がわからな

いため（3Y3） 
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6. 考察 

本節では、結果に基づき、附属学校教員の CSE の実施における自己効力

感の規定要因と、自己効力感の向上に向けた支援の在り方について考察す

る。まず 6.1 では、トピックごとに見られた自己効力感の差異について、教

員の職務特性や学習指導要領上の位置づけ、さらには日本の性教育が抱え

る構造的課題の観点から考察する。その上で 6.2 では、こうした課題を改善

し、教員が自信を持って CSE を実践するための具体的な支援策を提案する。 

6.1 トピック別の自己効力感と教員の専門性 

本研究の結果、「家族」や「暴力・いじめ」において教員の自己効力感が

相対的に高い一方で、「人権・SRHR」や「性の快楽・親密さ」を含むトピッ

クで低いことが示された。 

こうしたトピック別の効力感の差異は、回答者の保有免許状に伴う職務

上の特性、ならびに教育課程上の位置づけと密接に関連していると考える。

「家族」や「暴力・いじめ」といった内容は、主に「特別の教科 道徳」（以

下、道徳）において、学習指導要領に基づき恒常的かつ長期的に扱われる（文

部科学省 2017b、2017c）。このように、段階的かつ継続的な授業実践の積

み重ねが、バンデューラ（2019）の示す「遂行行動の達成」として機能し、

教員の自己効力感の形成を支えていると推察する。 

しかし、高い効力感を示した内容であっても、教員が思い描く内容と CSE

が掲げる目標との整合性については慎重な検討を要する。例えば中学校道

徳における「家族」は、「父母、祖父母への敬愛」、「家族の一員としての自

覚」、「充実した家庭生活を築く」（文部科学省 2017c:52）といった情操的側

面に重きを置く。一方で、CSE のガイドラインである改訂版『ガイダンス』

では、血縁関係にとどまらない多様な家族形態を前提に、思春期における家

族間の衝突は不可避なものと捉え、その解決スキルや、個人の権利保障に焦

点を当てている（ユネスコ 2020）。すなわち、教員が示す高い効力感は、既

存の道徳的価値規範の伝達に対するものであり、CSE が重視する多様な家

族形態の受容、個の自立・権利を基盤とした指導にまで及んでいるかについ
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ては、依然として課題が残る。 

一方、養護教諭のみに着目すると、「家族」等の項目において、保健体育

科教諭、初等教諭よりも「自信あり」の割合が低かった。このことは、主に

学級担任が道徳を担当するという、学校教育システムに伴う実践機会の偏

りによるものであると考えられる。対照的に、養護教諭は「助けや支援の見

つけ方」において相対的に高い自己効力感を示した。このことは、保健室来

室者への対応や、SC（スクールカウンセラー）・SSW（スクールソーシャル

ワーカー）等の職員や外部機関との連携といった職務特性（文部科学省 

2022）が、直接的な「遂行行動の達成」（バンデューラ 2019）として機能

している結果と解釈できる。 

翻って、「人権・SRHR」や「性の快楽・親密さ」を含む内容で低い自己効

力感を示した背景には、日本の学校教育におけるカリキュラムの構造的な

課題があると考えられる。中央教育審議会（2005）が示した、児童生徒の性

行為を「適切ではない」とするスタンスは、「寝た子を起こすな」という暗

黙的なメッセージとして機能し（宋 2017）、権利よりもリスク回避中心の

「狭義の」性教育（日本財団 2022）を長年実践させてきた。その結果、教

員たちが、権利を基盤としたセクシュアリティを学校で教わる・教えるべき

知識として、学習・トレーニングする機会を失ってきた。本研究で示された

自己効力感の低さは、単なる教員の資質能力の問題ではなく、日本の性教育

がリスク回避を中心とした「狭義の」性教育から脱却し、CSE が目指す「権

利を基盤とした学習者のエンパワメント」へ構造的に転換することの必要

性を示唆している。 

6.2 教員の自己効力感向上に向けた個人的・環境的支援の検討 

6.2.1 自己効力感の向上に向けた実践的トレーニング 

自由記述に基づく要因分析の結果、自己効力感を高める要因には、授業実

践や模擬授業など行為に関する要因が挙げられた。一方、低める要因には、

知識・スキルの不足、環境制約、対象への配慮といった現状認識に関する要

因が示された。注目すべきは、知識や理解の不足が低い自己効力感の要因と

なるものの、知識の保有それ自体は、高い自己効力感の直接的な規定要因で

はないという点である。国内の先行研究（島田 2017、松本ほか 2022）では、

性教育の不実施要因として「知識のなさ」と「自信のなさ」が並列して指摘
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されてきた。しかし本研究の結果は、知識が実践を媒介して初めて効力感の

向上に寄与する可能性を示唆している。これは、研修を受けてもなお「知識

の不足から指導する自信がない」「授業を行えるレベルではない」と感じる

教員が多いという眞野（2019）の報告とも整合しており、単なる知識伝達型

の養成・研修の限界と、実践的トレーニングの重要性を裏づけるものと考え

られる。 

実際、単なる講義や知識の暗記活動だけでは、教員の実践変容を促す可能

性は低い（Birman et al. 2000、Desimone et al. 2002）。また、熟達者による模

範授業の観察や、フィードバックを伴う模擬授業などの実践的かつ体系的

なトレーニングは、教員の自信と実践力を高めることが知られている

（Lodge et al. 2024、Szucs et al. 2020）。このような知見に基づき、本研究で

示された、「人権・SRHR」の自己効力感を向上するため、以下のような教員

養成・研修が考えられる。まず、人権やジェンダー平等を基盤とする CSE の

理念・概念を教授し、子どもの権利等に関する教員の理解を深化させる。そ

のうえで、既存のカリキュラムや教科書と CSE の理念を比較検討し、現状

とのギャップを認識するプロセスを組み込む。こうした理論的・批判的省察

を経たのち、具体的な指導案の検討や、対応が困難な質問への回答練習

（Herbert & Lohrmann 2011）を反復的に実施する。このようなサイクルによ

り、「遂行行動の達成」（バンデューラ 2019）がもたらされ、自己効力感の

向上に寄与すると考えられる。 

6.2.2 CSE実践を可能にする制度的・環境的基盤の整備 

ただし、自己効力感を向上させるためには、教員個人の変容のみならず、

制度的・環境的整備を行う必要がある。日本の教員は、国際的にも多忙さが

突出しており（OECD 2019）、時間確保の困難さや多忙化は性教育の実践を

阻むことが指摘されている（姜 2023）。このことは、自己効力感の形成を難

しくする要因として無視できない。本研究が附属学校教員を対象としたの

は、附属学校が先導的な教育の発信拠点（判 2024、2025、山合・藤原 2020）

であり、CSE 実践の可能性が高いと考えられたためである。しかし結果とし

て、附属学校教員も公立校教員と同様に、特定のトピックで研修不足や知

識・理解の不足、指導時の戸惑いを示した。附属学校は他校を垂範する役割

を担うものの、カリキュラムの内容や授業時数は公立学校と同様に規定さ

れている。そのため、「人権・SRHR」や「性の快楽・親密さ」といった学習
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指導要領や検定教科書（以下、教科書）に明示されにくいトピックの扱いは、

教員個人の裁量に左右されやすい。判（2025）は、CSE のキーコンセプトや

学習目標を学習指導要領や教科書の単元に準拠して検討する必要性を指摘

するが、統一されたガイドラインがない状況での教材研究や校内調整は教

員の負担を増大させると推察できる。 

したがって、今後学校で CSE を展開するには、養成・研修における体系

的なトレーニングと並行して、はどめ規定の撤廃、さらには性教育に充てら

れる時間的・業務的余裕の確保が極めて重要であると考えられる。 

7. 終わりに 

本研究では、国立附属学校に勤務する教員 50 名を対象に、CSE を実践す

る際の自己効力感の要因について検討した。その結果、「家族」や「暴力・

いじめ」等のトピックでは自己効力感が相対的に高く、「人権・SRHR」や「性

の快楽・親密さ」を含むトピックでは自己効力感が相対的に低かった。要因

の分析では、自己効力感が高い主な理由として、実践経験など教員の行為に

関するテーマが抽出された。このことから、特定の知識習得に留まらず、実

践を通じた対象理解や指導場面の統括的な経験が、自己効力感の情報源で

ある「遂行行動の達成」（バンデューラ 2019）として機能していることが

示唆された。一方で、自己効力感が低い理由においては、実践経験のなさに

加え、教員自身の知識・理解不足や指導技術の不足に起因する困難、環境や

対象への考慮といった現状認識に関するテーマが抽出された。先行研究に

おいて、教員の自己効力感は、実践経験や継続的な研修と密接に関連してい

ることが指摘されている（Helleve et al. 2009、Mkumbo 2012）。このことか

ら、今後は教育課程における CSE の明確な位置づけと並行し、権利基盤の

教育の必要性を再確認し、自己内省をしたうえで実践の反復へとつなげら

れる教員養成・研修支援体制の構築が急務であると考える。 

本研究は、実験的・先導的な教育課題に取り組む役割をもつ国立附属学校

の教員を対象に調査を実施した点において意義がある。しかし、調査の過程

において、学校長や担当者の許諾が得られなかったり、その他の研究依頼に

埋もれてしまったりして、当然ながら回答がなかった教員については分析



共生学ジャーナル 第 10号 Journal of Kyosei Studies, March 2026, Volume 10: 81-111. 

106 

の対象とはなっていない。また、本研究では、教科の指定がなかったにもか

かわらず、回答者の 9 割以上を保健体育科教員と養護教諭が占めた。このこ

とは、日本における性教育が今なお特定の教科・職種に委ねられている現状

を反映していると考えられる。これが、ジェンダーを扱う社会科教員や家族

など生活に関する内容を扱う家庭科教員であった場合には、本結果とは異

なる様相が示される可能性が高い。今後は、公立や私立を含む多様な設置区

分、校種、担当教科を網羅した調査を行い、一般化に向けた分析を試みたい。 
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